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民生費
35.2％

土木費
13.5％

消防費
4.6％
消防費
4.6％

一般会計  
歳　出

114億 3886万円

教育費
12.2％

総務費
11.0％

公債費
8.4％

衛生費
7.3％

農林水産業費 4.2％農林水産業費 4.2％
商工労働費 2.4％商工労働費 2.4％ 議会費 1.1％議会費 1.1％

地方交付税
11.5％
地方交付税
11.5％

町税
38.1％

繰入金
11.9％

諸収入 3.4％　繰越金 1.9％
分担金及び負担金 1.4％
使用料及び手数料 1.1％
寄附金 0.2％　財産収入 0.1％

国庫支出金
9.0％
国庫支出金
9.0％

町債
8.3％
町債
8.3％

県支出金
7.8％
県支出金
7.8％

地方消費税交付金 3.4％　地方譲与税 1.0％
地方特例交付金 0.2％　その他 0.9％

一般会計  
歳　入

120億 964万円
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会　計　名 歳入 歳出 差引 歳出の前年度比

国 民 健 康 保 険 特別
会計 37億 4656万円 37億 4412万円 244万円 1.6％ 増

後 期 高 齢 者 医 療 特別
会計 2億 4056万円 2億 3933万円 123万円 9.5％ 増

介 護 保 険 特別
会計 20 億 6150万円 20億 884万円 5266万円 7.8％ 増

介護予防サービス事業 特別
会計 1124 万円 1124万円 0 8.2％ 減

下 水 道 事 業 特別
会計 14 億 8319万円 14億 5388万円 2931万円 5.3％ 増

宅 地 造 成 事 業 特別
会計 10 億 142万円 9億 7530万円 2612万円 皆 増

水 道 事 業 会計（収入）7億 6579万円（支出）8億 485万円 ▲ 3906万円 5.0％ 増

特別会計・事業会計の決算額 全て認定（賛成全員）

歳入 16.8％増
町税は減少したものの、臨
時福祉給付金事業や大雪被
害に対する国・県支出金は
増加しました。また、文化セ
ンター周辺地区用地買収事
業等のため財政調整基金を
取り崩したことから、繰入金
も増加しました。

歳出 16.2％増
第４保育所建設や臨時福祉給
付金事業等により民生費は増
加しました。また、道の駅　玉
村宿の建設、大雪による被災
農業者支援等により農林水産
費も増加しました。土木費は宅
地造成事業特別会計への繰り
出し等で、消防費は大雪による
被災家屋等の支援のため、そ
れぞれ増加しました。

前年度比

前年度比
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玉村町の健全化判断比率

平成26年度 一般会計決算の主な内訳　

玉村町の財政状況

１人あたり
 

約31万円
 使いました！

経常収支比率 96.8％
昨年度より3.1ポイント上昇（悪化 )

財政力指数 0.76　昨年度より0.01ポイント上昇

平成26年度決算を認定

積立金（預金）現在高
33億 704万円

（1人あたり９万988円）

前年度に比べて12億
1687 万円減少（26.9％
減）しました。

地方債現在高（債務総額）
97億 8518万円

（1人あたり26万9223円）

前年度に比べて１億
4925万円増加（1.5％増）
しました。

将来の財政負担
64億 7815万円

（1人あたり17万8235円）

前年度に比べて13億
6612万円増加（26.7％増）
しました。

実質収支 ４億 3316万円の黒字

※平成27年３月末
　人口３万6958人

町民１人当たりの金額は、現在の総人口から算出しました。

24年度 25年度 26年度 早期健全化
基準

実 質 赤 字 比 率
自治体の一般会計の赤字程度

黒字 黒字 黒字 14.08％

連結実質赤字比率
公営企業も含めた赤字の程度

黒字 黒字 黒字 19.08％

実質公債費比率
実質的な借金の返済額の割合

4.9％ 4.2％ 3.7％ 25.00％

将 来 負 担 比 率
将来支払うことになる負担

黒字 黒字 黒字 350.00％

積極的に事業を展開

経常収支比率が上昇！
総務費
３万4091円

71円down

民生費
10万 8910円
前年度より大幅に増
　１万7778円up

衛生費
２万2660円

883円up

農林水産業費
１万2884円

6952円up

教育費
３万7746円

18円up

公債費
２万6057円

1082円up

土木費
４万1927円

前年度より大幅に増
　　1万6162円up

消防費
１万4346円

2512円up

早期健全化基準を下回っており、健全であると判断できます

金額は端数処理をしている
ため、合計で合わない場合
があります。
※平成25年度は約26万円
　でした。

＊財政力指数が1.00以上になると財
政が豊かであるとして、国からの普通
交付税が交付されなくなります。

（比率が高いほど臨時的な経費
に使用できる一般財源が少な
く、財政構造が弾力性を失っ
ていることを示します）




